50　議員５０
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　　346,980円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ＬＲＴ研究会費
	3,000
	　

	管外調査旅費
	59,400
	１泊２日旅費・交通費

	管外調査旅費
	42,900
	福岡市露天販売規制調査　交通費

	管外調査旅費
	54,560
	国会議員会館、防災対策（１泊２日旅費・交通費）

	管外調査旅費
	54,560
	東京都厚生労働省（１泊２日旅費・交通費）

	タクシー代
	53,600
	　

	定期代（枚方市～樟葉駅・京阪電鉄）
	78,960
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ＬＲＴ研究会は街づくりの一環として低床式路面電車の導入について研究している市民団体の会費であり、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　7/15、8/9の2回街づくりの一環として福岡市の露天屋台の視察に出向いたもので、旅費精算書も作成されており、適正な支出と認められる。

　　　ﾊ.　国会議員会館のうち9/16国土交通省に防災体制についての意見交換のために出向いたもの、10/25は厚生労働省へ出産一時金制度の検討状況について調査に行ったもので、いずれも適正な支出と認められる。

　　　ﾆ.　タクシー代、定期代132,560円は詳細不明であり、本件基準により12万円を超える12,560円は目的外支出である。

　(2)　広報費  1,347,868円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	445,736
	（メール便）

	広報紙発行経費
	819,000
	議会報告紙制作費

	広報紙発行経費
	2,700
	振込手数料

	広報紙発行経費
	2,400
	名刺代

	広報紙発行経費
	78,032
	郵便料


ウ　調査結果

　　　ｲ.　毎月10日に個人で広報紙を発行しており、メール便、制作費、振込手数料、郵便料はいずれも適正な支出である。

　　　ﾛ.　名刺代2,400円は本件基準により目的外支出である。

　(3)　事務所費   1,653,240円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ガソリン代
	40,000
	　

	光熱費
	180,240
	　

	事務代
	15,500
	　

	賃貸料
	1,417,500
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　事務所は賃借しており、契約書と賃料額が合わないが、電気代、ゴミ代を含む領収証が提出されていて、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　ガソリン代はプリペイドカード1万円、4回分を計上しているが、事務費にも計上されていて詳細不明のため、1/2を超える2万円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　事務代は書籍フォルダーであり、適正な支出である。

　(4)　事務費   438,848円

　ア　請求人の主張

　　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ガソリン代
	55,296
	　

	電話代
	346,629
	　

	備品購入費
	36,458
	　

	フレッシュ代
	465
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガソリン代が事務所費と別途計上されており、事務所用の車とのことであるが、詳細不明のため1/2を超える27,648円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　電話代は、固定電話と携帯電話を合わせて346,629円であるが、携帯代161,184円については1/2を超える80,592円が目的外支出である。

　　　ﾊ.　備品購入費のうち10,815円は携帯電話購入費であり、目的外支出である。

　　　ﾆ.　その他の支払いはいずれも適切である。

　(5)　人件費   1,584,000円

　ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員給与（政務調査）
	1,200,000
	　

	事務員通勤費
	384,000
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員1名を月額10万円で雇用し、交通費として費用内の一部32,000円を毎月支給しており、いずれも適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　調査研究費のうち12,560円、広報費のうち2,400円、事務所費のうち20,000円、事務費のうち119,055円の合計154,015円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費   383,540円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費　（4/1）
	54,140
	厚生労働省
（１泊２日旅費・交通費）

	管外調査旅費　（7/1）
	55,710
	国土交通省　第二名神　

	管外調査旅費　（12/6）
	37,640
	厚生労働省　少子化対策

	管外調査旅費　（1/10）
	37,660
	東京都議会

	交通費
	26,400
	　

	タクシー代
	14,240
	　

	定期代（枚方市～樟葉駅・京阪電鉄）
	39,480
	　

	枚方市舟運調査費　（10/18）
	118,270
	　



ウ　調査結果

　　　ｲ.　2回の厚生労働省はいずれも少子化対策等に対する政務調査、国土交通省は第二名神道路事業計画についての調査、東京都議会は行財政改革についての調査であり、いずれも適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　枚方市舟運調査費は、淀川舟運復活に関し、千葉県印西市、佐原市の現地調査、岩手県一関市の資料提供による報告書作成を調査会社に依頼し、報告を受けたもので、適正な支出と認められる。

　　　ﾊ.　その余の交通費92,540円は詳細不明であるが、本件基準による12万円の範囲内であるので適正な支出である。

　(2)　広報費   1,390,191円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	2,400
	印刷代

	議会手帳
	59,500
	大阪府営印刷所

	広報紙発行経費
	1,328,291
	議会報告紙制作料等


ウ　調査結果

　　　ｲ.　印刷代2,400円は名刺、あいさつ状であり、目的外支出である。

　　　ﾛ.　議会手帳59,500円は本件基準により目的外支出である。

　　　ﾊ.　その他の支出は全て毎月発行する広報紙の制作配布に要する適正な支出である。

　(3)　事務所費  1,555,773円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	光熱費
	169,773
	　

	賃貸料
	1,386,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様、いずれも適正な支出と認められる。

　(4)　事務費  478,272円

　ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ガソリン代
	90,350
	　

	事務所茶菓代
	7,980
	　

	事務用品
	210
	　

	洗剤
	184
	　

	送料
	2,920
	　

	手数料
	600
	　

	電話代
	321,593
	　

	備品購入費
	54,070
	　

	フレッシュ代
	365
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガソリン代は詳細不明のため1/2を超える45,175円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　電話代のうち、携帯電話代149,041円の1/2を超える74,520円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　その他の支出はいずれも適正と認められる。

　(5)　人件費   1,584,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員給与（政務調査）
	1,200,000
	　

	事務員通勤費
	384,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様適正な支出である。

　(6)　小括

　　　広報費のうち61,900円、事務費のうち119,695円の合計181,595円が目的外支出である。

51　議員５１　

平成１６年度

　(1)　調査研究費　637,130円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容　

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査旅費１２件
	637,130
	


ウ　調査結果

いずれも、タクシー代であるところ、本件監査基準に照らし、120,000円を適正と認めるが、その余の517,130円は目的外支出である。

　(2)　広報費　1,110,810円

ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費5/3、5/11、5/19
	90,405
	新聞紙折込料４件

	〃6/10
	276,150
	印刷代

	〃8/19
	10,000
	掲載料

	〃12/17
	267,300
	印刷代

	〃12/17、12/27、1/6
	94,005
	新聞紙折込料４件

	〃1/18
	268,875
	印刷代

	〃1/20、1/24
	94,005
	新聞紙折込料４件

	〃1/24
	10,070
	広報紙掲載料


ウ　調査結果
広報紙発行経費（1/24・広報紙掲載料）10,070円は、府政報告と新年の挨拶を兼ねたものとの説明であり、1/2の按分によるべきであり、5,035円は目的外支出である。その余の広報紙発行経費は、適正と認める。

　(3)　事務所費　590,500円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	570,000
	総額570,000円

	光熱水費
	20,500
	総額41,173円　


ウ　調査結果

事務所は、議員事務所用、後援会事務所及び社会保険労務士事務所を兼ねている。賃貸料は、1/3の按分によるべきであり、190,000円は適切な支出と認められるが、その余の380,000円は目的外支出である。光熱費は1/2弱の按分となっており、按分比率に疑問はあるが、不適切とまではえいない。
したがって、380,000円が目的外支出である。

　(4)　事務費　175,782円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容　
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費
	90,000
	総額180,745円

	事務用品費
	24,000
	総額24,919円

	インターネット接続料
	18,900
	

	封筒印刷代
	19,800
	

	備品修理代
	14,700
	

	郵便料・事務用品５件
	8,382
	


ウ　調査結果

通信費90,000円は、1/2弱の按分比となっており、後援会事務所、社会保険労務士事務所を兼ねていることに鑑みれば、按分比に疑問はあるが、不適正とまでは言えない。事務用品費24,000円は、社会保険労務士業と兼用で、1/2の按分によるべきであり、12,000円は適正であるが、12,000円は目的外支出である。インターネット接続料18,900円は適正と認める。封筒印刷代19,800円は、後援会との兼用であり、1/2の按分によるべきであり、9,900円は適正であるが、その余の9,900円は目的外支出である。備品修理代14,700円も同様であり、7,350円は適正であるが、7,350円は目的外支出である。郵送料・事務用品５件8,382円は、本件監査基準に照らし、適正と認める。

したがって、29,250円は目的外支出である。

　(5)　人件費　3,600,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	2,400,000
	社会保険労務士

	同イ
	1,200,000
	


ウ　調査結果

　　人件費は、事務員アが社会保険労務士業を兼任していること、事務員イが後援会活動を兼任していることから、1/2の按分をすべきであり、それぞれ、事務員ア1,200,000円、事務員イ600,000円を適正と考え、その余の1,800,000円は目的外支出である。

(6) 小括

調査研究費のうち517,130円、広報費のうち5,035円、事務所費のうち380,000円円、事務費のうち29,250円及び人件費のうち1,800,000円の合計2,731,415円が目的外支出である。
平成１７年度

　(1)　調査研究費　620,890円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	調査旅費（１３件）
	　　　　573,070
	

	管外調査旅費
	　　　　47,820
	


ウ　調査結果

調査旅費（１３件）573,070円は、タクシー代であり、本件監査基準に照らし、120,000円の限度で適正と認めるが、その余の453,070円は目的外支出である。管外調査旅費47,820円は、長野県庁視察旅費であり、適正と認める。

　(2)　広報費　748,955円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費4/19
	94, 005
	新聞紙折込料４件

	〃4/19
	274,650
	印刷代

	〃11/24
	287,250
	〃

	〃12/2
	82,980
	新聞紙折込料４件

	〃1/17
	10，070
	掲載料


ウ　調査結果

広報紙発行経費（1/17）掲載料10，070円は年賀の挨拶であり、目的外支出であるが、その余は適切である。

　(3)　事務所費　589,000円

　　ア　請求人の主張

　　　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	570,000
	総額570,000円

	光熱水費
	19,000
	総額38,663円　


ウ　調査結果

平成１６年度と同様、賃貸料は、1/3の按分によるべきであり、190,000円は適切な支出と認められるが、その余の380,000円は目的外支出である。光熱費は1/2弱の按分となっており、按分比率に疑問はあるが、平成１６年度と同様、不適切とまではえいない。
したがって、380,000円が目的外支出である。

　(4)　事務費　151,403円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	書籍代他２件
	16,850
	

	封筒印刷代
	16,800
	

	インターネット接続料
	18,900
	１年分

	事務所通信費
	77,000
	総額154,462円

	事務所事務用品費
	21,8５3
	


ウ　調査結果

書籍代他２件16,850円は、本件監査基準に照らし、適正と認める。封筒印刷代16,800円は、後援会との兼用であり、1/2の按分によるべきであり、8,400円は適正であるが、その余の8,400円は目的外支出である。インターネット接続料18,900円は適正と認める。事務所通信費77,000円は、1/2弱の按分比となっており、後援会事務所、社会保険労務士事務所を兼ねていることに鑑みれば、平成１６年度と同様、按分比に疑問はあるが、不適正とまでは言えない。事務用品費21,8５3円は、社会保険労務士業と兼用で、1/2の按分によるべきであり、10,927円は適正であるが、10,926円は目的外支出である。

したがって、合計19,326円は目的外支出である。

　(5)　人件費　3,600,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員ア
	2,400,000
	社会保険労務士

	同イ
	1,200,000
	


ウ　調査結果

　　平成１６年度と同様であり、1/2の按分をすべきであり、それぞれ、1,200,000円、600,000円を適正とし、その余の1,800,000円は目的外支出である。

(6) 小括

調査研究費のうち453,070円、広報費のうち10，070円、事務所費のうち380,000円、事務費のうち19,326円及び人件費のうち1,800,000円の合計2,662,466円が目的外支出である。

52　議員５２
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　336,400円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	交通費(ガソリン代)
	336,400
	


ウ　調査結果

　　　　一括計上であり、内容が不明であるため、本件監査基準に照らし1/4を超える252,300円を目的外支出と認める。

　(2)　広報費　2,555,390円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	発送作業代
	250,007
	

	郵送代
	945,７43
	

	印刷代
	1,359,642
	


ウ　調査結果

　　　　広報誌として、「○レポート」を1回あたり1万5千～2万部発行している。年4回と臨時に発行することもある。A3両面8頁が基本。記事は府議会報告が中心で、後援会記事はほとんど載せていないが1/2に按分している。適正な支出と認められる。

　　　　なお、上記支出の合計額は2,555,392円であり、収支報告書の記載額2,555,390円は誤記と思われる。

　(3)　事務所費　1,200,000円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料　１年間
	1,200,000
	


ウ　調査結果

　　　　事務所は民間の賃貸で、後援会事務所を兼ねている。賃料は月21万円で、駐車場代1万円に消費税を合わせて231,000円となる。このうち、按分し政調費から月10万円を支出し、その余はすべて後援会から支出している。適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　251,015円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	リース料
	85,889
	

	電話代
	165,131
	


ウ　調査結果

　　　　リース料はコピー機で、電話代は事務所の固定電話代であり、すべて按分しており、適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　1,800,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	1,800,000
	　


ウ　調査結果

　　事務員は3人いるが、そのうちの1人の給与のみを按分したうえで政調費から支払っており、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、252,300円が目的外支出である。

平成１7年度
　(1)　調査研究費　88,400円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	交通費(ガソリン代)
	88,400
	


ウ　調査結果

　　　　交通費(ガソリン代)は、1/4を超える66,300円を目的外支出と認める。

　(2)　広報費　2,657,900円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	印刷代
	2,198,505
	

	郵送代
	459,395
	


ウ　調査結果

　　　　適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,200,000円

ア　請求人の主張

　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料　１年間
	1,200,000
	


ウ　調査結果

　　　　適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　157,928円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	リース料
	78,960
	

	電話代
	78,968
	



ウ　調査結果

　　　　適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　1,800,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員
	1,800,000
	　


ウ　調査結果

　　適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、66,300円が目的外支出である。

53　議員５３
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(2)　広報費　0円
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(3)　事務所費　1,620,000円（1,746,188円と訂正）

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,420,000
	

	光熱水費
	326,188
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　賃貸借契約書は3部屋分しかないが、領収証によると7室分として1ヶ月207,000円が支払われており、その1年分2,484,000円の1/2である1,242,000円を超える178,000円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　光熱水費の支払いは1/2に按分されていて適正と認められる。

　(4)　事務費　2,213,296円（1,298,548円と訂正）

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代・FAX代、郵送料等　12ヵ月分）
	568,727
	

	リース料（コピー機、電話機等　12ヵ月分）
	515,499
	

	事務用品等購入代　12ヵ月分
	214,322
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　携帯電話代273,981円は按分（1/4）すべきであるところ、1/2に按分されているので、本来68,496円を計上すべきであるが、136,991円が計上されているので、その差額68,495円が目的外支出である。

　　　ﾛ.　その他は認めるが、収支報告書の支出2,213,296円と訂正された1,298,548円の差額914,748円は資料がなく、目的外支出と認められる。

　(5)　人件費　1,800,000円（8,744,500円と訂正）

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動・後援会活動）
	8,744,500
	


ウ　調査結果

　　　　源泉徴収簿によると、本件監査対象である1,800,000円を超える支出がされていると認められるので、その限度で適正な支出である。

　(6)　小括

　　　事務所費のうち178,000円と事務費のうち983,243円の合計1,161,243円が目的外支出である。

　平成１７年度

　(1)　調査研究費　0円

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(2)　広報費　0円
	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	
	0
	


　(3)　事務所費　　1,620,000円（1,806,625円と訂正）

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	1,494,000
	

	光熱水費
	312,625
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　平成16年度同様1,242,000円を超える252,000円が目的外支出である。

　　　ﾛ.　その他は適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　2,107,498円（1,351,710円と訂正）

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代・FAX代、郵送料等　12ヵ月分）
	459,454
	

	リース料（コピー機、電話機等　12ヵ月分）
	574,021
	

	事務用品等購入代　12ヵ月分
	318,235
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　携帯電話代299,072円は按分（1/4）すべきであるから計上されている149,536円のうち、299,072円の1/4を超える74,768円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　その他は認めるが、収支報告書2,107,498円と訂正された1,351,710円との差額755,788円は資料がなく、目的外支出である。

　(5)　人件費　1,800,000円（8,661,500円と訂正）

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動・後援会活動）
	8,661,500
	


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様に源泉徴収簿により少なくとも1,800,000円の限度では適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　事務所費のうち252,000円、事務費のうち830,556円の合計1,082,556円が目的外支出である。

54　議員５４
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　245,340円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	定期代
	224,280
	高槻市－天満橋
\18,690/月×１２ヶ月

	ラガールカード
	15,000
	\3,000×5枚

	三重県調査旅費
	6,060
	県立○○高校（民間人校長の件）


ウ　調査結果

　　　ｲ.　定期代、ラガールカードは調査の詳細不明であるため、本件監査基準により12万円を超える119,280円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　三重県調査旅費は、府立高校の民間人校長登用の件につき、民間人校長から直接事情聴取したもので、適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　93,310円
ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	郵送料
	93,310
	ハガキ・切手代


ウ　調査結果

　　　　葉書による議会報告にかかる費用であり、適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,438,392円
ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
\78,000/月×12ヶ月
	936,000
	　

	光熱費（電気代・水道代）
	174,903
	　

	通信費（電話代・ファックス代）
	327,489
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　事務所は月額78,000円で賃借しており、後援会活動はしておらず、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　光熱費、通信費はいずれも適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　2,420,795円
ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	リース料（コピー機
\16,170/月×12ヶ月）
	194,040
	　

	リース料（輪転機；折り機：\21,735/月×12ヶ月）
	260,820
	　

	リース料（車輌：\49,800/月×12ヶ月）
	597,600
	　

	事務用品（お茶代含む）購入代
	67,539
	　

	燃料費（ガソリン・オイル）
	82,363
	　

	月刊誌（家の光、潮）
	16,420
	　

	タクシー代等
	439,004
	　

	自宅電話代
	52,114
	　

	新聞購読料（読売・公明）
	69,120
	　

	携帯電話代（機種交換代\4,410含）
	206,325
	　

	インターネット代
	62,470
	　

	ＮＨＫ受信料
	16,140
	　

	ＰＣ関係品購入代（インキ・用品）
	50,711
	　

	輪転機・インク代等
	56,365
	　

	コピー機カウント数代
	186,364
	　

	デジタルカメラ購入代
	63,400
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　車両リース料（月額49,000円）は本件監査基準により1/2を超える298,800円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　ガソリン代は本件基準により1/2を超える41,181円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　タクシー代等439,004円は調査研究費で120,000円を超えているので、全額目的外支出である。

　　　ﾆ.　自宅電話代を1/2で按分することは不合理とまでは言えない。

　　　ﾎ.　携帯電話の機種交換代4,410円は目的外支出であり、電話代201,915円は本件監査基準により1/2を超える100,957円は目的外支出である。

　　　ﾍ.　その他の支出はいずれも適正なものと認められる。

　(5)　人件費　1,380,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員給与（政務調査活動）
\110,000/月×12ヶ月
	1,320,000
	　

	事務員ボーナス（　　〃　　）
\30,000×２回（夏・冬）
	60,000
	　


ウ　調査結果

　　　政務調査補助の事務員1名を月額11万円、賞与3万円×２で雇用しており、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　調査研究費のうち119,280円、事務費のうち884,352円の合計1,003,632円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　259,680円
ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	定期代
	224,280
	高槻市－天満橋
\18,690/月×１２ヶ月

	調査旅費　（10/24）
	2,700
	関西国際空港視察

	　　〃　　　　（10/28）
	2,700
	　　〃

	講師料　　　（11/13）
	20,000
	三重県立○○高校校長

	車代　　　　（　〃　）
	10,000
	　　〃


ウ　調査結果

　　　ｲ.　定期代は政務調査の詳細不明であるため、本件監査基準により12万円を超える104,280円が目的外支出である。

　　　ﾛ.　関西国際空港視察は二期工事の進捗状況の調査であるが、重複記載しているので、1回分2,700円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　11/13の講演会は民間人校長を招いて北摂総支部議員勉強会として開催したものであり、適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　299,260円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	郵送料
	74,260
	ハガキ・切手代

	購入費
	94,700
	府政ノート

	クラブ会費
	60,000
	○○ライオンズクラブ会費

	政策発表会懇談会
	22,000
	　

	会費
	20,300
	○○議員連盟会費

	参加費
	15,000
	記念式典参加費

	懇談会
	13,000
	マスコミとの懇談会


ウ　調査結果

　　　ｲ.　郵送料は葉書による府政報告等であり、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　府政ノート購入費44,700円、○○ライオンズクラブ会費60,000円は本件監査基準により目的外支出である。

　　　ﾊ.　政策発表会懇談会のうちみどり愛護イベント弁当代7,000円は広報費かどうかはともかく適正な支出と認められる。

　　　　　政策発表会5,000円も適正な支出と認められるが、その他の3件15,000円は歓送迎会、懇親会、総会であり、目的外支出である。

　　　ﾆ.　記念式典参加費15,000円は黄綬褒章受賞記念式典参加費であり、目的外支出である。

　　　ﾎ.　○○議員連盟会費は適切な支出と認められる。

　　　ﾍ.　マスコミとの懇談会はビアホールでなされているが、広報活動と言えなくもなく、4人参加で金額も不相当とは言えない。

　(3)　事務所費　1,378,239円
ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
\78,000/月×12ヶ月
	936,000
	　

	光熱費（電気代・水道代）
	137,495
	　

	通信費（電話代・ファックス代）
	304,744
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様、いずれも適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　2,327,940円
ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	リース料（コピー機
\16,170/月×12ヶ月）
	194,040
	　

	リース料（輪転機；折り機：\21,735/月×12ヶ月）
	260,820
	　

	リース料（車輌：\49,800/月×9ヶ月、\14,700/月×3ヶ月）
	492,300
	　

	事務用品（お茶代含む）購入代
	59,080
	　

	燃料費（ガソリン・オイル）
	63,510
	　

	タクシー代等
	378,830
	　

	月刊誌（家の光、潮）
	16,420
	　

	自宅電話代
	31,154
	　

	新聞購読料（読売・日経・公明イ、産経）
	139,156
	　

	携帯電話代
	174,741
	　

	インターネット代　\5,202/月×12ヶ月
	62,424
	　

	ＮＨＫ受信料　\2,690/2ヶ月×6ヶ月
	16,140
	　

	駐車場代（\11,000/月×12　その他一時置含む）
	136,400
	　

	カメラ分割購入代　\9,682/月×9ヶ月　\9,683/月×1ヶ月
	96,821
	　

	輪転機・インク代等
	74,315
	　

	コピー機カウント数代
	108,560
	　

	ＰＣ関係品購入代（インキ・その他）
	23,229
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　平成16年度と同様、車両リース料は1/2を超える246,150円、ガソリン代は1/2を超える31,755円が目的外支出である。

タクシー代等378,830円は調査研究費で120,000円を超えているので、全額目的外支出である。

　　　ﾛ.　公明新聞を政務調査費で2部購読しなければならない必要性は認められず、1部分22,000円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　携帯電話代は1/2を超える87,370円は目的外支出である。

　　　ﾆ.　駐車場代は自宅マンションの駐車場代であり、来客用とは認められず、132,000円全額が目的外支出である。

　　　ﾎ.　その他の支出はいずれも適正と認められる。

　(5)　人件費　1,380,000円
ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員給与（政務調査活動）
\110,000/月×12ヶ月
	1,320,000
	　

	事務員ボーナス（　　〃　　）
\30,000×２回（夏・冬）
	60,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち106,980円、広報費のうち134,700円、事務費のうち898,105円の合計1,139,785円が目的外支出である。

55　議員５５
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　1,095,434円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備考

	ガソリン代
	390,958
	

	タクシー代
	143,710
	

	駐車場代
	120,020
	

	高速道路代
	9,800
	

	交通費（カード代）
	8,840
	

	旅費（ﾌﾐﾄﾗﾍﾞﾙ、阪急交通社）
	242,886
	

	インターン交通費
	145,020
	

	運転代行
	16,900
	

	NPO法人保険料
	10,000
	

	その他
	7,300
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガソリン代390,958円は詳細不明であるので、本件監査基準により1/4である97,740円を超える293,218円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　タクシー代、駐車場代、高速道路代、交通費（カード代）の合計282,370円は、詳細不明であるので、本件監査基準により12万円を超える162,370円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　旅費のうち東急観光97,576円は、チェジュ島の議会視察に出向いたもので、適正な支出と認められるが、フミトラベル10万円、阪急交通社45,310円は詳細不明であり、政務調査との関連性が認められない。

　　　ﾆ.　インターン交通費145,020円は事務費にも計上されており、ＮＰＯ法人に委託して大学生のインターン生を受け入れており、そのインターン生の交通費というのであるが、インターン生の研究費の一部とは言えても議員の調査研究費とは言えず、目的外支出である。

　　　ﾎ.　運転代行16,900円及びNPO法人の保険料10,000円の合計26,900円は目的外支出である。

　　　ﾍ.　その他の7,300円は適正と認める。

　

(2)　広報費　327,923円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備考

	郵便料金等
	327,923
	


ウ　調査結果

　　　　広報紙は平均年8回発行しているが、政務調査費には計上しておらず、計上分はいずれも適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　881,630円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備考

	サニクリーン等
	881,630
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　駐車場は4台分ですべて来客用とのことであり、そうであるとすれば、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　その余の支出も適正と認められる。

　(4)　事務費　481,666円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備考

	電器店他
	298,848
	

	その他
	182,818
	


ウ　調査結果

　　　　481,666円のうち、適正と認められるのは、電器店他298,848円であり、その余の182,818円には洗車代、家庭用日用品等、種々雑多な支出が含まれているので、本件監査基準により12万円を超える62,818円は目的外支出とする。

　(5)　人件費　2,445,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備考

	給料
	1,560,000
	

	給料
	600,000
	

	給料
	285,000
	


ウ　調査結果

　　　　平成16年度は常勤1名（月額130,000円）とアルバイト2名を雇用しており、領収証も提出されていて、いずれも適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　調査研究費のうち、772,818円、事務費のうち62,818円の合計835,636円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　654,425円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備考

	ガソリン代
	202,495
	

	タクシー代等交通費
	368,710
	

	インターン交通費
	83,220
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ガソリン代202,495円は詳細不明であるので、本件監査基準により1/4である50,624円を超える151,871円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　タクシー代、駐車場代、高速道路代、交通費の合計368,710円は詳細不明であるので、本件監査基準により12万円を超える248,710円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　インターン交通費83,220円は平成16年度同様全額目的外支出である。

　(2)　広報費　507,935円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備考

	郵便料金等
	427,935
	

	檄郵送
	10,000
	

	議員手帳
	70,000
	


ウ　調査結果

　　　ｲ.　議員手帳70,000円、２００冊は本件監査基準により全額目的外支出である。

　　　ﾛ.　檄郵送10,000円は政務調査との関連が不明であり、目的外支出である。

　　　ﾊ.　その余の支出はいずれも適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　694,789円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備考

	駐車場代等
	694,789
	


ウ　調査結果

　　　　いずれも適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　762,693円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備考

	カー用品等
	338,394
	

	その他
	424,299
	


ウ　調査結果

　　　　762,693円のうち、338,394円は、カー用品等種々雑多なものが含まれており、本件監査基準により12万円を超える218,394円が目的外支出である。

　　　　その他の424,299円は適正である。

　(5)　人件費　1,920,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備考

	給料
	480,000
	

	給料
	840,000
	

	給与
	600,000
	


ウ　調査結果

平成16年度と同様領収証が提出され、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち483,801円、広報費のうち80,000円、事務費のうち218,394円の合計782,195円が目的外支出である。

56　議員５６
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　496,042円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管内調査旅費(高速料金・駐車料金・乗車券代)
	215,560
	

	ガソリン代
	140,153
	

	管外調査旅費10/27
	15,190
	東京視察

	調査研究11/4
	120,000
	韓国視察

	カメラ代・写真代
	5,139
	


ウ　調査結果

　　　　管内調査旅費は領収証等が存在するものの、その内容について不明であるため、本件監査基準に照らして年間12万円の限度で適正な支出と認め、それを超過する95,560円を目的外支出と認める。ガソリン代は1/4を超える105,114円を目的外支出と認める。管外調査旅費は東京で、友人の教師と東京都の教育問題について話し合ったものとのことであるが、目的外支出と認められる。調査研究は、○○議員連盟として訪韓したものであり、本件監査基準に照らして目的外支出と認める。カメラ・写真代は管内調査に行ったときに写真撮影した費用で適正な支出と認められる。

　(2)　広報費　611,929円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	資料発送経費(11件)
	21,879
	　

	広報誌発行経費(12)
	565,800
	

	名刺代(3件)
	24,250
	


ウ　調査結果

　　　　広報誌として、はがきに議会報告などを印刷し配布しており、広報誌発行経費には、はがき代、印刷代、郵送代が含まれている。広報費発行経費のうち、6/24の100,000円は、事務所案内兼暑中見舞いであり、目的外支出と認められる。資料発行経費は、はがきの宛て名を書き損じた場合に、別紙に宛て名を書き直し郵送した際の郵送料で、適正な支出であった。名刺代24,250円は、目的外支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,070,778円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	780,000
	                       

	光熱水費　
	42,415
	

	電話代
	248,363
	


ウ　調査結果

　　　　事務所は民間の賃貸で、後援会活動はしていない。賃料は月65,000円で、うち1万円は駐車場代である。すべて適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　2,464,845円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話代)(年間)
	252,667
	

	リース料(車)(年間)
	529,200
	

	リース料(コピー機)(年間)
	211,680   
	

	コピー用紙
	8,782
	

	インクリボン代
	13,280
	

	パソコン関係
	161,799
	

	修理代
	32,840
	

	備品(会議机・椅子、ｴｱｺﾝ)
ｶﾞﾚｰｼﾞ代
	478,220
30,500
	

	その他事務用品等(年間)
	745,877
	


ウ　調査結果

　　　　事務所の固定電話代は事務所費に計上しており、ここでの電話代は携帯電話の料金である。携帯電話代は按分が必要であり、本件監査基準に照らし1/4を超えた189,500円は目的外支出と認める。リース料(車)は1/2を超えた264,600円が目的外である。リース料(コピー機)は適正な支出と認められる。コピー用紙、インクリボン代、パソコン関係は、すべて適正な支出と認められる。修理代32,840円は車及びバイクの修理代であり、政務調査との関連がなく目的外支出と認められる。備品478,220円は1/5の限度で適正と認め、それを超過する382,570円は目的外支出と認める。ガレージ代は自宅へ車を乗って帰った際に使用しているもので自己使用であり、目的外支出と認められる。その他事務用品等は文具等雑多な内容であり、個々的に政務調査との関連の説明が難しく、本件監査基準に照らし、年間12万円の限度で適正と認め、それを超える625,877円 を目的外支出とする。

　(5)　人件費　600,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費(年間)
	600,000
	　


ウ　調査結果

　　知り合いの行政書士の妻を昼から午後5時まで、電話番、お茶出し、郵便物の受取り等にきてもらっている、というもので、政務調査とは関連がなく、全額目的外支出と認める。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、335,864円、広報費のうち、124,250円、事務費のうち、1,525,887円、人件費のうち、600,000円の合計2,586,001円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　516,483円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管内調査旅費(高速料金・駐車料金・タクシー)
	264,659
	

	管内調査旅費(ガソリン代)
	159,304
	

	管外調査旅費5/6
	11,150
	静岡視察

	管外調査旅費6/6
	26,600
	東京視察

	管外調査旅費6/17
	26,480
	東京視察

	管外調査旅費7/24
	28,290
	東京視察


ウ　調査結果

　　　　管内調査旅費の高速料金等264,659円は、その内容において政務調査との関連性がないものや薄いもの等が多数混在しており、本件監査基準に照らして年間12万円の限度で適正な支出と認め、それを超過する144,659円を目的外支出と認める。管内調査旅費のガソリン代は、1/4を超える119,478円を目的外支出と認める。管外調査旅費4件は、環境委員として環境展に参加するなど一応の説明がなされており、不合理とするほどのものはなく適正な支出と認める。

　(2)　広報費　242,110円

ア　請求人の主張

　　日常議員活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	資料発送経費(10件)
	20,860
	　

	広報誌発行経費(6件)
	216,000
	

	名刺代(1件)
	5,250
	


ウ　調査結果

　　　　広報誌として、はがきに議会報告などを印刷し配布しており、広報誌発行経費には、はがき代、印刷代、郵送代が含まれている。資料発行経費は、はがきの宛て名を書き損じた場合に、別紙に宛て名を書き直し郵送した際の郵送料で、いずれも適正な支出であった。名刺代5,250円は、本件監査基準に照らして目的外支出と認められる。

　(3)　事務所費　907,905円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	賃貸料
	780,000
	                       

	光熱水費　
	24,422
	

	電話代
	103,483
	


ウ　調査結果

　　　　事務所は民間の賃貸で、後援会活動はしていない。賃料は月65,000円で、うち1万円は駐車場代である。すべて適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　2,426,856円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費(電話代)(年間)
	224,496
	

	リース料(車)(年間)
	529,200
	

	リース料(コピー機)(年間)
	211,680   
	

	コピー用紙
	798
	

	インクリボン・トナー代
	48,868
	

	パソコン関係
	159,412
	

	修理代
	140,350
	

	備品(机・椅子、テレビ、冷蔵庫)
	262,558
	

	ｶﾞﾚｰｼﾞ代
	120,000
	

	その他事務用品等(年間)
	729,503
	


ウ　調査結果

　　　　ここでの電話代は携帯電話の料金である。携帯電話代は按分が必要であり、本件監査基準に照らし1/4を超えた168,372円は目的外支出と認める。リース料(車)は、1/2を超えた264,500円は目的外支出である。リース料(コピー機)は適正な支出と認められる。コピー用紙、インクリボン代、パソコン関係は、すべて適正な支出と認められる。修理代140,350円は車及びバイクの修理代であり、政務調査との関連がなく目的外支出と認められる。備品262,558円は本件監査基準に照らし1/5の限度で適正と認め、それを超過する210,046円は目的外支出と認める。ガレージ代は自宅へ車を乗って帰った際に使用しているもので自己使用であり、全額目的外支出と認められる。その他事務用品等は文具等雑多な内容であり、個々的に政務調査との関連の説明が難しく、本件監査基準に照らし、年間12万円の限度で適正と認め、それを超える609,503円を目的外支出とする。

　(5)　人件費　1,200,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員雇用経費(年間)
	1,200,000
	　


ウ　調査結果

　　警察を退職した男性を朝9時から午後5時まで働いてもらっており、前職を活かして政務調査活動に従事している、とのことであり、全額適正と認められる。

　(6)　小括

　　　 調査研究費のうち、264,137円、広報費のうち、5,250円、事務費のうち、1,512,771円の合計1,782,158円が目的外支出である。

57　議員５７
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　798,935円

ア　請求人の主張

議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費
	39,340
	愛媛県（１泊２日）

	管外調査旅費
	56,815
	東京都（１泊２日）

	管外調査旅費
	45,895
	東京都（１泊２日）

	海外調査
	105,630
	韓国（２泊３日）

	管外調査旅費
	37,180
	東京日帰り

	高速券
	17,700
	　

	駐車代
	50,380
	　

	私鉄カード
	104,000
	　

	タクシー代
	230,800
	　

	高速代
	79,750
	　

	その他
	31,445
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　愛媛県への調査は大洲等で開催されていた街並博の様子を聴取し、大阪がどう町の魅力をアピールしたらよいか研究するための視察と主張するが、4月29日に宿泊し、翌30日県観光交流課長から1時間位説明を受けたというものの、現地には行っておらず、その目的自体明確ではなく、領収証の提出もなく、観光目的と思われなくもない。説明のとおりだとしても1/2の限度の19,670円で適正と認める他ない。

　　　ﾛ.　5月8日の東京出張は、府営住宅のエレベーター整備問題に関連し、東京都の都営住宅の現状を研究すべく、都庁、足立区の都営住宅を見分したものとのことで、適正な支出と認められる。

　　　ﾊ.　10月29日（10月30日に訂正）の東京出張は、魅力ある街づくりの参考にしたいとの目的からのものであるが、観光目的と考えられ、行政視察とは認めがたく、45,895円全額が目的外支出である。

　　　ﾆ.　韓国2泊3日は大阪府議会日韓友好親善議員連盟第2次韓国訪問団であるが、日程表をみると、釜山で1時間市場見学後、新幹線でソウルに向かい、団体主催の夕食会、翌日は板門店を見学した後、市内観光、自由時間、夕食会、3日目は青瓦台を訪問した後、自由時間、ホテル出発となっており、およそ政務調査とは認められない内容であり、105,630円全額が目的外支出である。

　　　ﾎ.　12月16日の東京出張は大阪府のエコタウン構想、エコエリアに関し、府としてペットボトルのリサイクル会社を誘致できないかを研究するため、リサイクル会社本社を訪問したというものであり、一応政務調査との関連性は認められる。

　　　ﾍ.　高速券以下詳細不明の514,075円については本件基準により12万円を超える394,075円が目的外支出である。

　

　(2)　広報費　402,292円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行
	42,000
	広報紙印刷代

	　　〃
	63,000
	　　〃

	デジタルカメラ購入
	35,712
	　

	タクシー代等
	218,430
	　

	その他
	43,150
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　1年に2回広報紙を発行しており、印刷代、デジタルカメラは適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　タクシー代等218,430円は詳細不明であり、調査研究費で１２万円を超えているので全額目的外支出である。

ﾊ.　　その他43,150円は関連が不明であり、目的外支出と認める。　

　(3)　事務所費　1,120,939円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	家賃１２ヶ月分
	945,000
	　

	光熱水費１２ヶ月分
	91,840
	　

	自宅電気代
	84,099
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　家賃、光熱水費は一括して家主に支払っており、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　自宅での会合があるため、自宅電気代の1/4を計上しているが、不適正とまでは言えない。

　(4)　事務費　1,820,296円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	コピー機リース代
	233,100
	　

	ファックスリース代
	95,760
	　

	ＫＤＤＩリース代
	25,086
	　

	電話代（事務所）
	90,951
	　

	電話代（自宅）
	45,163
	　

	携帯電話
	81,036
	　

	ガソリン代
	108,769
	　

	車ローン
	262,663
	　

	ケーブルテレビ
	37,548
	　

	ガス代
	13,360
	　

	水道
	29,340
	　

	ガレージ代（事務所）
	180,000
	　

	ガレージ代（自宅）
	108,000
	　

	プロバイダー代
	20,731
	　

	高速券代
	16,950
	　

	空調機器
	143,745
	　

	弔文印刷代
	29,925
	　

	名刺印刷代
	31,500
	　

	ＰＣ設定、ベストパトロール代
	15,750
	　

	ハンドマイク
	56,250
	　

	車庫証明
	10,000
	　

	ティッシュペーパー、トイレットペーパー他
	16,055
	　

	ＰＣ関連機etc.
	46,952
	　

	備品・事務用品
	19,555
	　

	トナーカートリッジ
	22,168
	　

	その他
	79,939
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　携帯電話は本件基準により1/4の限度を超える60,777円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　車のローン、車庫証明の合計272,663円は本件基準により目的外支出である。

　　　ﾊ.　高速券代は詳細不明で調査研究費で120,000円を超えているので、16,950円全額が目的外支出である。

　　　ﾆ.　弔文印刷代、名刺代の61,425円は本件基準により目的外支出である。

　　　ﾎ.　その他のうち、議会手帳17,500円は目的外支出であり、その余は適正な支出と認められる。

　(5)　人件費　1,224,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動）
	624,000
	　

	運転手（政務調査活動）
	600,000
	　


ウ　調査結果

2名雇用しており、各月の領収証もあり、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち565,270円、広報費のうち261,580円、事務費のうち429,315円の合計1,256,165円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　878,397円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費（５／６）
	47,940
	愛媛県庁（１泊２日）

	管外調査旅費（６／３）
	47,180
	東京都（１泊２日）

	管外調査旅費（６／２０）
	47,180
	東京都（１泊２日）

	管外調査旅費（１／２７）
	47,180
	東京都（１泊２日）

	タクシー代
	230,930
	　

	駐車代
	42,550
	　

	高速代
	64,735
	　

	私鉄カード
	81,000
	　

	ガソリン代
	102,833
	　

	その他
	166,869
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　愛媛県県庁に2回目の出張である。街並博の終了後に結果聴取のため訪れ、企画調整課から聴取したとのことである。連休の谷間の金曜日に訪ねており、領収証の提出もないが、一応資料が提出されているので、関連性を認める。

　　　ﾛ.　3回の東京1泊2日の出張は、訪問先が異なるのにいずれも全く同一の金額となっており、極めて不自然であるうえ、その説明も6月2日はデポジット式自動販売機製造会社、調剤薬局会社訪問というものであり、府政とどのように関係するのか不明であり、領収証の提出もない。

　　　　　1月は一応衆議院第1会館に議員を訪問したが、1時間位陳情、要望し、終わってから食事をしたというのであり、陳情、要望が政務調査とは関連があるとは認められない。

　　　　　以上3回の出張は必ずしも政務調査そのものとは言い難いが、1/2の限度の70,770円は適正な支出と認める。

　　　ﾊ.　ガソリン代を除くタクシー代等 586,084円は詳細不明であり、本件基準により12万円を超える466,084円は目的外支出である。

　　　ﾆ.　ガソリン代102,833円は1/2に按分されているので、適正な支出である。

　(2)　広報費　216,010円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	名刺印刷代
	11,550
	　

	タクシー代等
	186,660
	　

	その他
	17,800
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　名刺印刷代11,550円は本件基準により目的外支出である。

　　　ﾛ.　タクシー代等 186,660円は調査研究費で120,000円を超えているので、全額目的外支出である。

ﾊ.　その他17,800円は関連が不明であり、目的外支出である。

　(3)　事務所費　1,242,197円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	家賃　17年4月～18年3月
	945,000
	　

	光熱水費　　　　〃
	75,173
	　

	電気料（家）　　〃
	154,681
	　

	ＣＡＴＶ　　　　　〃
	50,009
	　

	その他
	17,334
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　1,806,495円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	高速券代（３０枚）
	17,400
	　

	ファクシミリ購入
	55,949
	　

	デジタルカメラ
	45,292
	　

	ＩＣレコーダー
	25,325
	　

	パーソナル編集長
	14,090
	　

	ホームページビルダー
	19,000
	　

	デジタルカメラ／紛失のため
	45,462
	　

	通信費（電話代１２ヶ月分）
	72,784
	　

	　　〃　　（携帯代）
	123,849
	　

	コピー機パソコンリース料１２ヶ月分
	342,300
	　

	通信費（自宅電話１２ヶ月分）
	71,407
	　

	　〃　（FAXリース４ヶ月分）
	31,920
	　

	車ローン
	272,595
	　

	自宅ガス代１２ヶ月分
	14,215
	　

	ガレージ代（事務所１２ヶ月分）
	180,000
	　

	　〃　（自宅１２ヶ月分）
	108,000
	　

	その他
	366,907
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　高速券代17,400円は調査研究費で120,000円を超えているので、全額目的外支出である。

　　　ﾛ.　携帯電話は1/4を超える92,886円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　車ローン272,595円は全額目的外支出である。

　　　ﾆ.　その他366,907円のうち議会手帳代17,500円は目的外支出であり、残349,407円は詳細不明であるので、本件基準により12万円を超える229,407円は目的外支出である。

　　　ﾎ.　その他の支出はいずれも一応適正と認められる。

　(5)　人件費　1,224,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動）
	624,000
	　

	運転手（政務調査活動）
	600,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち536,854円、広報費のうち216,010円、事務費のうち629,788円の合計1,382,652円が目的外支出である。

58　議員５８
　平成１６年度

　(1)　調査研究費　578,835円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費　（4/16）
	26,400
	参議院会館（日帰り）

	　　〃　　　　　　　（4/20）
	26,200
	東京都議会（〃）

	　　〃　　　　　　　（4/28）
	26,400
	東京都品川区（〃）

	管内調査旅費
	320,600
	ＪＲ、私鉄、地下鉄、タクシー

	管外調査旅費　（5/7）
	40,835
	群馬県太田市イオン視察（１泊）

	管外調査旅費　（10/29）
	25,860
	東京都港区（日帰り）

	管外調査旅費　（12/21）
	26,400
	神奈川県川崎市（日帰り）

	　　〃　　　　　　（12/24）
	26,400
	国土交通省（日帰り）

	管外調査旅費　（3/19）
	20,140
	静岡県磐田市（日帰り）

	　　〃　　　　　　　（3/29）
	26,400
	衆議院会館（〃）

	　　〃　　　　　　（3/31）
	13,200
	愛知県名古屋市（〃）


ウ　調査結果

　　　ｲ.　参議院会館（4/16）は国会議員と寝屋川の廃プラ関係で環境、健康問題について意見交換したもの、都議会（4/20）は廃プラ問題で都庁の役人から調査したもの、品川区(4/28)は文教関係の調査に教育委員会に出向いたもの、太田市(5/7)は大型店の出店による雇用、交通環境に与える効果の調査に出向いたもの、港区(10/29)、川崎市(12/21)は、いずれも文化振興条例に関する調査、国土交通省（12/24）は、第二名神高速道路について次官等と意見交換したもの、磐田市（3/19）は地域振興の現状視察として楽器産業を視察したもの、衆議院議員会館（3/29）は社会保障制度の改革について厚生労働省の担当者から事情聴取したもの、名古屋市（3/31）は愛知万博の進捗状況について市の商工部から事情聴取したもので、いずれもほぼ適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　管内調査旅費320,600円は詳細不明であり、本件監査基準により12万円を超える200,600円は目的外支出である。

　(2)　広報費　549,475円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	2,690
	切手代、ゆうパック

	　　〃
	26,785
	広報紙コピー代

	　　〃
	520,000
	広報紙製作費


ウ　調査結果

　　　　広報紙は「月刊改・革・宣・言」を発行しており、領収証もあり、いずれも適正な支出である。

　(3)　事務所費　1,202,680円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所家賃（月）85,300
	1,023,600
	　

	事務所工事、ディスプレー代
	52,300
	　

	パソコン、リース代（事務所用）
	89,460
	　

	案内状印刷代
	23,625
	　

	事務所用茶菓代
	12,060
	　

	印紙・切手代
	1,635
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　事務所は月額85,300円で賃借しており、適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　ディスプレー代27,300円は、事務所での講演会の際の花代であり、政務調査のために通常必要な経費とは認められない。

　　　ﾊ.　その他の支出はいずれも適正と認められる。

　(4)　事務費　969,787円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代、ファックス代１２ヶ月分）
	529,460
	　

	リース料（コピー、ファックス複合機１２ヶ月分）
	233,100
	　

	事務用品購入代　５点
	13,210
	　

	　　〃　　　　　　　　２点
	6,716
	　

	　　〃　　　　　　　　１点
	252
	　

	　　〃　　　　　　　　３点
	17,300
	　

	事務用品（画材）購入代
	21,840
	　

	事務用備品（書類棚）
	35,000
	　

	事務用品購入代　４点
	12,128
	　

	　　〃
	396
	　

	　　〃
	504
	　

	コピー使用料
	31,936
	　

	発送費、消耗品費、雑費
	67,945
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　電話代のうち携帯電話代152,214円は1/2を超える76,107円が目的外支出である。

　　　ﾛ.　その他の支出は金額に照らし、適正であると認められる。

　(5)　人件費　900,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動）
月75,000
	900,000
	　


ウ　調査結果

　　　　1名を月額75,000円で雇用しており、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち、200,600円、事務所費のうち27,300円、事務費のうち76,107円の合計304,007円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　736,975円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費　（4/4）
	13,240
	東京都議会

	管内調査旅費
	282,780
	ＪＲ、私鉄、地下鉄、タクシー

	管外調査旅費　（5/8）
	1,750
	京都市伏見区（タクシー代）

	　　〃　　　　　　（5/31）
	26,400
	環境省（日帰り）

	　　〃　　　　　（6/3～6/6）
	53,970
	東京（３泊４日、交通費、宿泊費）

	　　〃　　　　　（6/11～6/13）
	80,080
	　〃　（２泊３日、交通費、宿泊費）

	　　〃　　　　　（6/26）
	34,125
	　〃　（１泊２日、交通費、宿泊費）

	　　〃　　　　　（7/1）
	34,660
	　〃　（１泊２日、交通費、宿泊費）

	　　〃　　　　　（7/14）
	26,400
	千葉県議会（日帰り）

	　　〃　　　　　（7/20）
	19,800
	静岡県浜松市（日帰り）

	管外調査旅費　（8/29）
	27,380
	東京総務省（日帰り）

	管外調査旅費　（9/5）
	26,400
	東京都品川区（日帰り）

	管外調査旅費　（10/9）
	47,850
	静岡県富士宮市（日帰り）

	管外調査旅費　（11/30）
	27,140
	参議院会館（日帰り）

	管外調査旅費　（12/21）
	35,000
	岐阜県、山梨県


ウ　調査結果

　　　ｲ.　都議会（4/4）は行政改革の調査で担当者から聴取したもの、伏見区(5/8)は防災センターの視察、環境省(5/31)は廃プラの関係の調査、6月～7月の4回の東京出張は行政改革、文化振興、教育の調査で都議会、品川区、足立区等を集中調査したもの、千葉県議会(7/14)は行政改革の調査、浜松市（7/20）は産業振興の調査のためＪＴ浜松工場を調査したもの、総務省(8/29)は地方公務員制度について担当者から聴取したもの、品川区(9/5)は教育委員会で学区制について再調査したもの、参議院会館(11/30)は廃プラ問題で環境省の担当者から聴取したものであり、それぞれ適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　富士宮市(10/9)は観光集客で市の観光課を調査したとのことであるが、日曜日であり、金額も47,850円と多額で政務調査との関連を認めるのは困難である。

　　　ﾊ.　岐阜県、山梨県(12/21)35,000円も12/21に観光振興での現地調査とのことであり、バスで白川郷、富士五湖を巡ったとする一方、新幹線で11/18に山梨県忍野村を訪問したと変遷しており、その日程表をみても新富獄百景を観光したものと認められ、政務調査との関連を認めるのは困難である。

　　　ﾆ.　管内調査旅費282,780円は詳細不明であり、本件監査基準により12万円を超える162,780円は目的外支出である。

　(2)　広報費　1,480,000円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	955,000
	広報紙製作費（印刷代金）

	　　〃
	525,000
	　　〃　　　　　　（　　〃　　）


ウ　調査結果

　　　　領収証も提出されており、適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　1,023,600円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務所家賃（月）85,300
	1,023,600
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様適正な支出と認められる。

　(4)　事務費　989,980円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	通信費（電話代、ファックス代１２ヶ月分）
	389,998
	　

	パソコン、リース代（８ヶ月分）
	59,640
	　

	備品購入代（額）
	9,045
	　

	電気設備工事代
	185,955
	　

	空調、電話工事代
	202,125
	　

	備品購入代（脇机）
	23,961
	　

	事務所鍵取付費
	15,330
	　

	コピー使用料
	41,512
	　

	事務用品購入代　１０点
	33,563
	　

	発送費、消耗品費、雑費
	28,851
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　通信費のうち携帯電話代89,886円は、1/2を超える44,943円が目的外支出である。

　　　ﾛ.　備品購入費のうち「額」9,045円は、政務調査に必要とは認められず、目的外支出である。

　　　ﾊ.　その他の支出はいずれも適正と認められる。

　

(5)　人件費　900,000円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動）
月75,000
	900,000
	　


ウ　調査結果　　

　　　　平成16年度と同様、適正な支出と認められる。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち、245,630円、事務費のうち53,988円の合計299,618円が目的外支出である。

59　議員５９

　平成１６年度

　(1)　調査研究費　354,600円
ア　請求人の主張

　　議員の日常生活と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費
	334,200
	ウラジオストク、ハバロフスク視察

	
	20,400
	調査交通費


ウ　調査結果

　　　ｲ.　ウラジオストック、ハバロフスクは在大阪総領事館が手配して、州の議会、市場、産業関係を視察したり、現地で日程外の原住民視察に赴いたもので、個人視察ではあるが、一応政務調査目的と認められ、その費用は適正な支出と認められる。

　　　ﾛ.　調査交通費20,400円は12月31日の支出であり、説明ができず、目的外支出である。

　(2)　広報費　761,450円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	250,000
	広報紙印刷代

	　　〃
	141,283
	折込配布料　領収証紛失

	　　〃
	250,000
	印刷代

	　　〃
	120,167
	郵送配布料　領収証紛失


ウ　調査結果

　　　　広報紙としてニュース○○を2回出しており、1回4頁ものを1万部位出している。郵送は800～900部で、あとは新聞折込みということであり、印刷代は領収証があり、配布料の領収証はないが、金額として不相当とまでは言えない。

　(3)　事務所費　974,100円

ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	電気代　１２ヶ月分
	333,182
	　

	水道代　　　〃
	88,844
	　

	ガス代　　　〃
	87,060
	　

	シュレッダー購入等
	465,014
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　3階建自宅の1階を事務所と後援会で兼用しており、2階は私用である。電気代、水道代、ガス代を2/3で按分しているが、1/4が適正であり、電気代は124,943円を超える208,239円、水道代は33,316円を越える55,528円、ガス代は32,647円を超える54,413円が目的外支出である。

　　　ﾛ.　その他の支出は領収証及び金額に照らし、不適正とまでは認められない。

　(4)　事務費　735,600円

ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	ＦＡＸ機購入代等
	556,182
	　

	電話代負担
	137,418
	　

	名刺
	42,000
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　名刺2件42,000円本件基準により目的外支出である。

　　　ﾛ.　電話代は1/2で按分されているが、使用態様から1/4を超える68,709円が目的外支出である。

　　　ﾊ.　その他の支出は諸経費を含め、適正と認められる。

　(5)　人件費　1,824,900円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）給料
	1,424,900
	　

	　　〃　　　〃　　ボーナス
	160,000
	　

	　　〃　　（事務所清掃費）
	240,000
	　


ウ　調査結果

　　　　事務員は1名で契約書があり、適正な支出と認められるが、事務所清掃費240,000円は会社の従業員を使用しており、支払いを証するものがなく、目的外支出である。

　(6)　小括

　　　調査研究費のうち20,400円、事務所費のうち318,180円、事務費のうち110,709円、人件費のうち240,000円の合計689,289円が目的外支出である。

平成１７年度

　(1)　調査研究費　334,200円
ア　請求人の主張

　　議員の日常生活と区別して、立法事務、政策立案を対象とした活動に絞った支出を適正とすべきである。

イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	管外調査旅費
	88,332
	大分県議会視察（１泊２日秘書と２名）

	　　〃　　
	68,500
	　　〃　　（交通費２名、行；のぞみ、帰；飛行機）

	　　〃　　
	15,000
	　　〃　　（臨時交通費、タクシー代概算）

	　　〃　　
	8,000
	昼食代２名　２回分

	　　〃　　
	27,700
	コンタクトレンズメーカー見学
同上交通費、新のぞみ

	　　〃　　
	18,500
	テクノロジセンター見学
横浜泊、雑費（領収書なし）

	　　〃　　
	60,200
	鹿児島市宮の民間会社見学

	　　〃　　
	47,968
	その他諸経費


ウ　調査結果

　　　ｲ.　大分県議会視察は一村一品運動について12月24日に個人的な視察に出向き、議会事務局と30～40分話をしたとのことであるが、温泉の宿泊費が88,332円と高額であり、調査研究視察よりも宿泊観光が主であったと認められ、179,832円全額が目的外支出である。

　　　ﾛ.　その他3件の視察はいずれも見学と記載されており、視察の意義、府政との関連性が必ずしも明白ではなく領収証もないが、一応の説明もあり、1/2の限度で認め、その余の53,200円は目的外支出である。

　　　ﾊ.　その他諸経費は本件基準により一応適正な支出と認める。

　(2)　広報費　754,200円

ア　請求人の主張

　　議員の日常活動と区別した広報と解すべきで、調査研究費と深く関連する。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	広報紙発行経費
	250,000
	広報紙印刷代

	　　〃
	115,600
	　　〃　　（広報紙郵送配布料領収証紛失）

	　　〃
	250,000
	広報紙印刷代

	　　〃
	138,600
	　　〃　　（広報紙新聞折込料領収証紛失）


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様適正な支出と認められる。

　(3)　事務所費　981,500円
ア　請求人の主張

　　日常の議員活動、後援会活動あるいは政党活動などのための固定した事務所の経費であり、使途基準に反し違法支出である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	電気料金　１２ヶ月分
	342,650
	　

	水道料金　　〃
	84,991
	　

	ガス代　　　　〃
	89,352
	　

	エアコン購入等
	454,507
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　平成16年度と同様に電気料金は1/4を超える214,157円、水道料金は同じく53,120円、ガス代は同じく55,845円が目的外支出である。

　　　ﾛ.　その他の支出は領収証及び金額に照らし、不適正とまでは認められない。

　(4)　事務費　744,100円
ア　請求人の主張

　　使途基準に合致せず、目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務用品等
	517,091
	　

	名刺作成
	21,000
	　

	名刺入れ
	16,270
	　

	府政ノート
	5,400
	　

	名刺、印鑑
	43,050
	　

	議会手帳
	8,750
	　

	電話代負担分　１２ヶ月分
	132,539
	　


ウ　調査結果

　　　ｲ.　名刺作成21,000円、名刺入れ16,270円、府政ノート5,400円、議会手帳8,750円、名刺、印鑑43,050円のうち21,000円は目的外支出である。

　　　ﾛ.　電話代は平成16年度と同様1/4を超える66,270円が目的外支出である。

　　　ﾊ.　その他の支出は諸経費を含め適正と認められる。

　(5)　人件費　1,853,400円

ア　請求人の主張

　　常時雇用の人件費であり、全額目的外支出で違法である。

　　イ　使途内容

	使途内容等
	金額（円）
	備　考

	事務員（政務調査活動、後援会活動）給料
	1,433,400
	　

	　〃　（　〃　）ボーナス
	180,000
	　

	　〃　（事務所清掃料）
	240,000
	　


ウ　調査結果

　　　　平成16年度と同様事務員の支出は適正であるが、清掃費240,000円は目的外支出である。

　(6)　小括

　調査研究費のうち233,032円、事務所費のうち323,122円、事務費のうち138,690円、人件費のうち240,000円の合計934,844円が目的外支出である。

